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E 次世代，地域社会，

その他への諸保障

企業が従業員の生活の多くを保障することにつ

いては「玉包J（五つを請け負う〉という表現があ

る。その五つとは， (1）従業員子弟の教育（託児所

から小学校，中学校，職業専門学校，大学まで）， (2）従

業員の住宅，（3）従業員子弟の就職，（4）従業員とそ

の家族の医療，（5）従業員の集団福利厚生，である

という〈注 l）。このうち（2), (4), (5）についてはすで

に述べたが，（1), (3）は企業が従業員の子弟の世代

にまでわたる保障を要求されていることを示して

いる。

(1）の教育については，企業が付設する施設のひ

とつとしてすでに言及したとおり，幼稚園や学校

の経営が代表的なものである。（2）の就職について

の象徴的な例として， 1970年代末以降の下放青年

の都市への還流に際して，彼らの失業問題のかな

りの部分がその両親が勤める職場により解決され

たという事実がある。すなわち，ひとつは親が定
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年に達していないにもかかわらず退職し，そのか

わり閉じ職場に子弟を就職させる「頂替J制度の

適用である。こうすることにより，一定の勤続年

数を満たしてさえいれば親の方も年金を支給され

るため生活は安泰であり，結局親子とも企業に扶

養されることになる。このような，親の勤め先を

子に譲るというやり方はかなり以前，部分的には

1950年代から行なわれていたようだが，全面的に

法制化されたのは78年5月の「労働者の退職につ

いての暫定弁法」〈注2）においてである。同法の第

10条は「労働者が退職した後，家庭生活に困難を

きたす者，あるいは子弟の多くが農村へ下放して

いたり，職に就いている者が少ない場合は，原則

的にそのうちの求人条件に合う l名を雇用するこ

とができる」と定めている。また，農村に家のあ

る退職者については農村に戻ることを勧めてお

P，そのために，本人の戸籍を農村に戻した場合

は農村にいる子弟のひとりを代わりに雇用してよ

いとも定めている。都市戸籍の被雇用者という地

位がひとつの既得権となり，血縁の間で引き継が

れるのである。なおこの法は国営企業または党，

行政機関，団体等の職員に適用される。集団所有

制企業や事業単位（生産収入をともなわず財政による

補助で運営される組織〉 については同法を参考に，

個別に具体的な方法を決めることになっている。

第2の形式は，企業が従業員子弟の雇用のため

新たに企業を創設することである。既存の企業が
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企業内に新たな企業を集団所有制の形で作り，そ

こに従業員子弟を吸収する。多くは労働服務公司

と称する。もともと子弟の働き口の創出が目的で

あるため，採算は度外視されているようだ。 1983

年末現在で全国には2万4000の労働服務公司があ

り，そのうちの3分の 1は労働行政部門により運

営され， 3分の2は企業，事業，機関等によると

いう惟3）。労働服務公司は主に小売，飲食業，サ

ービス業，修理業等に従事したり，企業に対し臨

時労働力を提供したりする。

企業は前にも触れたとおり，産児制限を行なう

単位でもある。産児制限の奨励金を従業員福利基

金から支出し，産児制限指導の担当者も企業が雇

用する。新生児教を，与えられたノルマ以下に抑

えることも，生産や利潤と同様，企業の任務のひ

とつとなっている。

その他，需要が供給を大きく上回っている耐久

消費財〈有名ブランドの自転車やテレビなど〕につい

ては，需要の相対的な大きさに比して他商品との

価格差は小さいため，今も購入券を発行し，券を

持つ者にのみ販売する方法をとっている。そして

この券の分配は職場をとおして行なわれる。何の

組織にも属していない個人は，この分配から排除

されている可能性が大きい。

企業に所属している人員の生活を維持するた

め，企業は農業やその他の副業を営むこともあ

る。この部分の費用は従業員福利基金から支出さ

れる。 1957年 1月の「勤労者の生活面に関する指

示」Cl主的では「従業員の家族や食堂担当者に競菜

栽培や家畜の飼育を行なわせるように」と規定し

ている。また，同年3月の冶金工業部による「従

業員生活福利厚生問題についての通知」借りは企

業の副業一般について言及している。そのなかで

副業に関わる資金については費用，利潤とも本業

の生産業務の会計から切り離し，福利厚生事業と

して扱うよう指示している。また一方，副業に投

入する人員については，その人件費を本業の生産

コストから支出する場合は，労働力計簡に算入す

るよう指示している。

企業は民兵も組織し，訓練しなければならな

い。人民武装部が組織した訓練活動に企業が人員

を派遣する場合，その交通費，人件費は企業のコ

ストに，企業が自主的に行なった民兵活動につい

てもその費用はコストに算入される。また武器の

購入も小さいものは体育用品として企業の文化体

育宣伝経費（従業員福利基金の一部）から支出され

る〈注6）。

企業は地域社会からさまざまな負担を要求され

ることもある。たとえば地域社会の治安や交通整

理の要員として企業に召集がかかることがあり，

企業はそのための人員も予めかかえておかねばな

らない。ある市の公安部門では社会治安隊として

従業員の 1i:t:の割合で企業から人を集めていると

いう（注7）。

（注1) 何光逮「皇室頓労働組織是一項十分迫切的任

務」（『経済管理』 1983年第2号） 25ページ。

（注2) 国務院経済法規研究中心弁公室編『国営工

業企業法規選繍』北京エ人出版社 1982年 267ペ

ーν。
（注3) 馬洪締『中国経済与管理入門』昆明雲南

人民出版社 1986年 581ページ。

（注4〕 国務院法制局中華人民共和国法規集編編纂

委員会繍『中華人民共和国法規事主編 1957年 1～6月』

北京法律文化社 1957年 273ページ。

（注5) 冶金工業部労働エ資司『工資福利文件逮編』

第 2巻北京冶金工業出版社 1981年 732ページ。

（注6) 「国営エ業交通企業の若干の費用支出につ

いての弁法」（1973年5月15日〉に基づく（許毅編『成

本管理手冊』北京中国社会科学出版社 1983年 551

ページ）。

（注7）何光速前掲論文 25ページ。
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w 従業員の生活を支える役割の
企業問格差

中国の企業はその基本に従業員の生活を支える

役割を有していることは明らかになった。しか

し，一口に企業といっても何万人もの従業員を擁

する巨大企業から数十人の小企業まで，また中央

直轄の国営企業から集団所有制企業まで，さまざ

まである。これらの企業が提供する住宅や種々の

福利厚生には企業の規模や所有制の相違によりあ

る程度の格差が存在することが予想される。その

ような格差がどの程度存在するか，既述のような

丸抱えの保障はどの程度一般的に亨受されている

かを明らかにすることがこの節の目的である。

まず，工業企業の所有別および規模別の分布を

見る（注I)0 1984年現在，中国には国営の工業企業

が約8万4100ある。集団所有制工業企業数につい

ては，郷営，村営，その他，という 3分類の数字

しか得られないが， 「その他」の項は実質的に都

市の集団所有制企業を指していると考えてよい。

「その他jの数は約13万4鎖却である。農村部には

郷営企業が約21万7200ある。従来は工業企業とは

ここまでを指した。異なる複数所有制聞にまたが

る企業約1000を加え，総計約43万7200企業とな

る。なおこの他に従来，工業でなく農業の副業と

して分類されていた村営企業が約伺万4（削ある。

この部分も足すと工業企業総数は100万を超える。

国営工業企業総数が工業企業総数に占める割合

は，従来の狭義の工業企業総数を分母にしてもそ

の5分の1程度でしかないことがわかる。

従業員数については，第19表のとおり， 1984年

の全産業における都市部の従業員数（国営部門十都

市集団所有制郁門＋異なる所有制聞の合弁経営体） 1億

18卯万人中の8637万人，すなわち72.f町立が国営部

門に所属している。工業企業従業員に限定する

と，総数6338万人中，国営企業に所属する者は

3592万人， 56.7容を占める。都市部の工業企業従

業員に限れば5266万人中， 3592万人， 68.2｛：紅が国

営企業に所属している。

第19署長所有制別勤労者数 〈単位：万人〉

戸 ．，，，，，， 

1978 39,8弱 7,451 2,048 15 I 

却~.坦理；： i盟f策4阻7調調B; 1979 40,581 7,693 2,274 32 
1980 :i:a袋9調6印 i:g}~ 2,425 81 
1981 2,5槌 113 
1鋭~ !l，，佃7邸4 8,630 2，邸1 147 
1鎗3 8,771 2,744 231 
1錦4 47,597 8,637 3,216 37 339 

上記のうち，工業労働者数

19拘 I s.oo9 I 3,041 I 1,215 I I 3 I 750 
1979 I s:340 I 3,109 I 1,328 I I 6 I 897 
1卿 I s:ooo I 3,246 I 1,4却 I I 10 I 916 
1981 I s:196 I 3,407 I 1,495 I I I 
1悌2 ｜ ゑ蛤0 ｜ 3，航路 I 1,532 I I 16 I 879 
1983 I 伝023I 丸田，2 I 1,574 I I 24 I 8沼
1鮒｜ぶ338I 3,592 I 1，臼iI お｜お I i.脳

（出所〉国家統計局編『中国統計年鑑 l鰯年刷北京中国統計出版社 1鰯年 213～215ページ／国家統計局工
業交通物資統計司編『中国工業経済統計資料』北京中国統計出版社 1錦5年 71ページより作成。
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企業の規模の面はどうだろうか。 1984年現在，

工業企業のなかで大企業とされるものは約1800,

中企業は4伺Oであり惟叫これらの合計の6400企

業以外の数十万，定義によっては 100万を超す圧

倒的多数の企業は小企業と分類されているのであ

る。

一方従業員数では，第20表から，国営企業従業

員全体の31.目立が大企業に， 22.7広が中企業に所

属している。合計で半数以上の労働力がわずか

5500の大，中企業に属しているのである。

次に，以上のような各規模・所有制の企業の聞

にどの程度格差が存在するかを見る。

まず，職場から得る現金所得については，限ら

れた資料ながらすでに第3表〈本誌前号）で北京市

の国営部門従業員と集団所有制部門従業員の値を

示した。これにより，両者は所得の絶対額には明

ちかな整があるが，付加的賃金支給や，それ以外

の手当ての支給が，それぞれの所得全体に占める

割合にはほとんど差がないことがわかる。

次に労働保険制度の適用については，国営部門

の従業員はすべて対象となっているが，集団所有

第20豪大企業・中企業の従業員数別企業数

(1983年）

l企業数 l盟主産
大企業｜中企業 大企業｜中企業

10万人以上 I 7 I o I 94. o I o 
5万国10万 I 27 I 1 I 193.冶7I 5.4 
3方ー5万 I 26 I 12 I 102. 2 I 必.3
1方ー3万 ｜ lお｜ n I 213. 6 I us. s 
1万人以下 I 1, 418 I 3, so3 I 499. s I 637. 7 

合計｜山1I 3, ss1 f 1,1回31回5.2
総数が国営工業｜ I I I 
企業全体の値に｜ 1. 85 I 4. 46 I 31. 1 I 担.7
占める比 〔%） I i I I 
（出所〉 第19表と同じ〈『中国統計年鑑 1984年版」
193ページ／『中国工業経済統計資料』 254ページ〉お
よび第19表より作成。
〈注3中国の企業規模の分類は生産能力や資産額に基
づいて行なわれ，従業員数は基準とならない。

制部門については県管轄以上の都市集団所有制部

門に限り適用されているようだ。第21表によれ

ば，都市集団所有制部門の従業員のうち半数以上

が労働保険制度の適用を受けている。ただし，適

用外の従業員数が一貫して相対的に増加しつつあ

ることも読みとれる。

集団所有制企業の保険・福利厚生の詳細につい

ては上海市の例を挙げよう。 19回年末現在岡市に

は都市集団所有制企業は 1万1000ほどあり，総従

業員数は103万人，これは全市の従業員総数の21.9 

容に相当する位3）。そして各企業の従業員に対す

る労働保険・福利厚生の支給水準は企業の所轄の

ランクにより差がある。

第22表で，＠は区，県，局の管轄下にあり，形式

上は集団所有帝j企業であっても，管理のうえでは

国営企業に近い。いわゆる「大型集団企業」〈注り

に相当するとみられる。そしてこの部分の福利厚

生等は国営企業のそれに準じている。②は企業ご

との独立採算制を行ない，収・損益については街

道他的の範囲で調整される。従業員に対しては固

定賃金，医療，年金支給などが保障されている。

③の状況は②と基本的に同じであり，④は②に準

じているとされている。つまり上海では集団所有

第21畿各種労働保険制度の適用対象となっている

従業員数 〈単位：万人）

益霊陸 ｜襲警恐I ｜鯛有

…｜的｜部にi耕の~轟器用｜国営部門｜；集団所有｜ 幌険

｜者 ｜属する者｜

1978 I 8 885 I 7,451 I 1,434 I 614 
1979 I 9,231 I 7，回3I 1,538 I 736 
19佃 I 9,637 J 8,019 I 1,618 J 807 
1981 I 10 041 I 8, 372 I 1, 669 I 899 
1982 I 10，泊4I s, 630 I 1, 704 I 9-17 
19回 I 10，回2J s, 771 I 1,731 J 1,013 

（出所〉 国家統計局社会統計司編『中国社会統計資料』
北京中国統計出版社 19：筋年 123ページ／国家
統計局編『中国統計年鑑 1985年版』 215ページよ
り算出。
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第忽表上海市集団所有帯j企業の内訳(1982年〉
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①～⑤計 I10, 9s2 j 蜘
（出所） 上海社会科学院上海経済編集部編『上海経済
1949～1982』上海上海人民出版社 1983年 67～
68ページより作成。

制企業の従業員のうち54.8~は国営企業に準じた

福祉を， 40.4fi~ は医療保障と年金支給のある待遇

を受けており，合計すれば9時五以上となる。

以上は上海市のみの例にすぎないが，集団所有

制企業の生活保障の水準は各企業の管轄のレベル

により決まること，「大型集団企業」については，

国営企業並みの水準が保証されていること，医療

や年金という，生活保障の中心であり最も支出の

大きい費目についてもかなり下のレベルまで実施

されていること，等は他地域の都市部集団企業に

も原則的にあてはまるとみられる。

ただし，国営企業に比し財政的保障の弱い集団

所有制企業に，国営企業に近い形の生活保障制度

を普及させ，費用を各企業の負担とすることは，企

業によってはかなりむりがかかる。特に年金受給

者を多くかかえるようになった近年は，年金の負

担が一部で確実に過重になっているようだ位6),

住宅や学校，病院など施設をともなう方面はど

うだろうか。小企業，集団企業の方が劣るであろ

うことは予想されるが，数字のうえでこれを確認

することは困難である。そのなかで住宅について

はある程度数字が得られる。所有制別の住宅保有

量が得られることが望ましいがそれは現在得られ

ないので，それに次ぐものとして第23表に1983年

の住宅投資額と竣工面積を示した。竣工面積を第

19表の国営部門に属する人数，都市集団所有制部

門に属する人数で除すと，国営部門がl人当り

1.23平方仏集団所有制部門が 1人当り0.29平方

向となり，前者が後者の4倍以上に達する。 1983

年までの住宅保有量についても集団所有制部門の

方が国営部門を上回っていたということは想定し

にくく，従業員 1人当りの住宅保有量では国営部

門が集団所有制部門を一貫して大きく上回ってい

たと考えてよかろう。

企業内の病院など医療機関については，小企業

や集団所有制企業にこれを経営する能力を持っと

ころは少ないとみられる。各倒人の必要経費を企

業が代わって負担する形がとられていよう。学校

やその他のサービス施設等も同様であり，小企業

や集団所有制企業が従業員の生活を丸抱えする度

合は小さい。

ただし，大企業が近年企業内で経営している労

働服務公司や集団所有制企業の従業員はその大企

業の傘下に包摂されており，大企業が提供するサ

第23表所有制別住宅投資と竣工面積 (1983年）

｜｜一そ；他国営部門｜ 都市部 農村

｜害J部商｜ 個一人÷れF部再｜
駐韓醸滑sI 10拐：g6I 7誌： ~41 2, 5~g: is 1 2, ssi: ~1 

（出所） 国家統計局社会統計司編『中国社会統計資料』 100ページより作成。
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ーピ、スのかなりの部分を亨受しているとみてよか

ろう。また，大企業と生産や所轄のうえで密接な

関係を持つ小企業，集団所有制企業の従業員にも

そのようなメリットがある程度亨受されている可

能性はある。

総じて，国営企業と集団所有制企業，大企業と

小企業の聞には，従業員への生活保障の水準にや

はり明白な差がある〈注円。それを象徴しているの

が転職の制限である。都市への人口流入を厳しく

制限している中国では，従来，都市から農村への

戸籍の移転，より詳しくは，大都市から小都市ヘ

小都市から農村への移転は容易に認められたが，

その逆は非常に厳しく制限された。そして同様の

ことが被雇用者の転職の際にも存在している。国

営企業から大型集団企業へ，大型集団企業から小

型集団企業への移籍は容易だが，その逆方向の移

籍は容易に認められない。企業の管轄のレベルの

上で，高いところに属するほど従業員にとり得る

ものが多い，言い替えれば，上のレベルほど従業

員 1人を雇用するためのコストが高くなることが

明確に認識されていることがわかる。

（注1) 国家統計局編『中国統計年鑑 1985年版』

北京中国統計出版社 1985年 297,305ページより

算出。

（注2) 向上年鑑 321ページ。

（注3) 上海社会科学院上海経済緩集部編『上海経

済（1949～1982）』上海上海人民出版社 1983年
67～68ページ。

（注4) 大型集団企業とは，集団所有制企業のうち，

手工業合作性等から発展し，県や市レベルのエ楽部門

の所轄下にあって生産計画その他について国営企業に

かなり近L、扱いを受けるものを指す。これに対し，主に

大躍進期以降発達し，小規模で，「街道」レベノレの所綜

になる集団所有制j企業を「小型集団企業」と称する。

（注5) 都市行政の末端の単位。

（注6) たとえば，年金を支給する予算が足りず，

定年に達した従業員を退職させられない企業の例が報

告されている。『中国人民大学復印報刊資料労働経済』

1984年第2号 25ページ（原載『羊城晩報』 1984年2

月22日 2ページ）。

（注7) 集団所有制企業の福利厚生や保険制度の全

体像についての資料は得にくいが，ある集団所有制企

業の元従業員に対する開会取り調査にこの問題が多〈

取り上げられている。地方の一企業〈元黒飽江省，現

内蒙古自治区の自転車修理や金属加工等を扱 5300人

程度の企業。本人は1980年頃退職〉の非常に限定され

た情報ではあるが，参考になるところが大きいので関

連のある部分を紹介する（日本貿易振興会中国チーム

編『中国の工場と食村』東京 日本貿易娠興会海外情

報セソター 1981年〉。

〔賃金等の待遇〕：国営企業の方が少しよL、。たとえ

ば帰省時の交通費や帰省中の賃金は国営企業では支給

されるが集団所有制企業にはそれがなし、。病気休暇の

際の賃金支給率や薬代の補助率も集団所有制企業の場

合は企業によりまちまち。

〔手当て等〕：食糧，石炭，暖房費，家族手当て，賞

与等があった。自分の企業は良い方で，これらの合計

は賃金の201:j;j:にあたる。

〔その他福利厚生〕：理髪と入浴のための切符が支給

される。図書室や卓球場，バスケットポール場毒事は小

さい工場にもある。経費は企業持ち。映画館まで持っ

ているのはω∞人も2000人もいる大工場のみ。その場
合は映画の切符を外に売ることもある。

〔副業〕：：車や馬車やトラク ターを持つ企業では農場

を持つことができ，収穫物は自給用に向けていた。自

分の企業にはなかった。

〔退職］：；畏く働けば年金はそれまでの俸給の801:j;j:ま

で支給される。国営企業の支給率よりは劣る。集団企

業も退職後子第に仕事者ピ譲ることができる。

〔宿舎〕：自分の企業は宿舎を持っていない。自分の

家は県の不動産課所有の住宅。

この労働者が所属した集団所有制企業は，住宅や映

画館，農場こそ持たないが，さまざまな手当てや切符

を与え，退職後も一生所得を保証し続ける等， 300人

程度の企業であっても濁営企業で符なわれている生活

保障と基本的に同様のものを，規模をひと回り小さく

した形で行なっていたことがわかるc

V 改革の方向

前節までに示したような中国の企業のー側面に
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対し，現在の経済改革はなにを行なおうとしてい

るのだろうか。

これまでの分析で，企業の従業員の生活を支え

る役割はもともと存在したものだが，特に1970年

代終わり頃の経済改革の始動とともに明確に拡大

してきていることが明らかになった。しかし，経

済改革が深まるにつれ，企業のそのようなあD方

をむしろ疑問視する議論が出されるようになって

きた。経済改革そのものの目的が，従来の経済運

営システム下では避け得なかった非効率性を排除

しより効率的な経済運営を目指すことにある以

上，企業がその内部で従業員住宅はおろか学校，

病院まで運営する状況に対しては批判的な目が向

けられるようになってきたのである。

賃金分配で財・サービスの供給が，所属する組

織により一律に平均主義的に行なわれるこの仕組

みは，一度組織に所属すればほとんどそこから排

除される恐れのないことも手伝って，従業員の勤

労意欲を刺激する要素に著しく欠けているという

観点からも批判を受けるようになってきた。ま

た，従業員の生活の大部分をかかえるということ

は企業にとっては言うまでもなく非常に高コスト

であり，しかも，かかえている年金生活者の数や

住宅の数などの多寡で，経営努力そのもの以前の

段階で各企業の基本的経営条件に差がつく。つま

り「身軽な」企業と「負担の重い」企業とでは，

経営コストのうえでの不平等があり，合理的な競

争が成り立たない，といった点も問題視されるよ

うになってきた。

以上のような理由から，中国は現在，企業のあ

り方についてかなり抜本的な改革案を描く段階に

至っている。もとよりこの問題は，企業内部にと

どまらず，地減財政・行政システム，さらに中国

的社会主義社会の運営のありょうそのものの改革

76 

を意味するほどの問題であり，短期的に行なわれ

得る作業ではない。

以下に，この方面に関する改革の現段階を紹介

しよう。

1. 年金の社会化

従業員への年金支給を，企業が行なうのではな

く地域ごとの合同の基金により行なおうとする考

え方は，集団所有制企業のうち年金制度の実行が

困難な企業についてまず発案され，各地で実行さ

れ始めた。 1984年11月の「軽工業集団所有制企業

の問題に闘する暫定規定」借りは第8項で集団所

有制企業も医療費支給，病休中の所得保障，年金

制度等を企業の経営状態に応じ整えるべきである

とした。そしてそのなかの年金支給について，各

企業ごとにでは実行が難しい場合は県や市，ある

いは大中都市ごとに連合してこれを合同で行なっ

てもよいという考え方を示している。その後一部

地域ではこの考えが具体化された。たとえば1985

年6月から約1年間で加入者844名を集めた何北

省固安県の養老保険， 86年6月までに76企業1580

人を集めた湖南省南県の定年退職養老保険制度等

の例が報道されている也2）。個人が保険に加入す

るもののほか，企業が加入し，保険金も企業に支

払われ，それをさらに個人が受け取る形式のもの

もある。

2. 労働契約制普及によ~保険の社会化促進

国営企業における従来の固定的な雇用関係に代

わるものとして，契約に基づく雇用関係により解

雇や転職を可能にした契約制従業員制度が1981年

頃から試みられるようになった。そして1986年7

月の「国営企業の労働契約制実行についての暫定

規定」〈注幻は新規採用分からすべて契約制とする

ことを定めた。すると必ずしも一つの企業に勤め

続けるとは限らない契約制従業員は企業が勤続年
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数に基づき年金を支給する従来の方法では年金支

給について不利益を被る可能性が高い。そこで，

そのような契約制従業員に対し個別の企業ではな

く，それらの企業が出し合った基金から年金を支

給しようとする考え方ができた。上記規定の第5

章はそのような考え方を具体化している。それに

よれば契約制従業員に対する年金支給は各地の労

働行政主管部門が所属する社会保険機闘が行な

う。企業は契約制従業員の賃金総額の 15~ti; 程度

を，本人は自分の標準賃金の3店！；以内の額を，そ

れぞれとの社会保険機関に納める。納入された保

険料は年金基金として保険機関の銀行口座に入れ

られ，個人預金と同じ利率で利息が付される。定

年退職後は生涯，月ごとに年金が支払われる。そ

の額は保険料を支払った期間，金額，本人の夜職

中の賃金等に基づいて決めるとあるが細かい規定

はない。退職後の医療費や死亡時の一時金，遺族

年金等もすべてこの基金から支出される。つま

り，退職者と企業との金銭上のつながりをなく

し，保険機闘が専ら年金生活者の面倒をみるとい

う，日本の現行制度にかなり近いものとなってい

ると言うことができる。

この規定を受け，各地で契約制従業員向けの地

域単位の保険が試みられ始めている。代表的な例

として第24表のようなものがある。ここから，保

険の対象は国営企業が多いが，集団所有制企業に

も一部及んでいること，保険料率は事例ごとにま

ちまちであり，保険料計算の基数も賃金総額のみ

に限らず，また企業の状況に応じ調節も行なわれ

ること，すでに年金支給の対象となっている人々

を年金支給保険制度の対象に加え，現在からすで

に保険機聞からの支給に切り替えている例がある

こと，等がわかる。北京市では契約制従業員のみ

ならず従来の雇用制度による従業員もこちらの制

第24表各地の年金支給保険

｜醐｜対象とする銭｜参加企撒｜議｜鳩とする一｜初判 保険料率

無錫市 国営企業 4企85業（中全〉487 198 
守鍛管議理に基つ＊き〉い企

鄭州市 1986年5月 ：酔
上海市 1986年10月

北京市 1986年11月 :11事替国 4,322 2,500 
一固そ定衛の工他邑，固の退者定職工者と，同 者1う田おち万退万人職人， 

11. 5 

北京市 1r日7年1月
公有区司制・〉県企属業・集局団（総所

賃'3'フ金総額の16.1

杭州市 契約制従業員 5万人近
く

武漢市 ：：~島6年年：：月月 国営企業 語i長温漸江崎省県 国営企業 91 

（出所） 無錫市：『人民日報』 1986年1月11日 2ページ。 ＊『財政』 1986年第4号 18ページ。 鄭川市：同紙1986
年5月26日 2ページ。上海市：同紙 1986年10月29日 1ページ。北京市：同紙 1986年11月4日 2ページ。
杭州市：同紙 1986年12月17日 1ページ。 武漢市：同紙 1986年12月21日 1ページ。 新江省温崎県：同紙
1986年7月18日 2ページ。
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度へ移行する試みがすでに行なわれている。

1986年から開始された第7次5カ年計画にもこ

のような動きの理念は明確に盛り込まれている。

すなわち，その第51章（注りは「健全な社会保険制

度をつくりあげる」ことを提唱しているが，この

「社会保険Jとは企業内でまかなわれる保険に対

し，基金を社会化した保険を指している。そして

さらに「多くのルートから社会保障基金を集めね

ばならない。社会保障の管理体制を改革して，社

会化された管理と基層単位（企業や団体等，各個人

が属する職場を指す一一引用者注〉による管理を結び

つけ，社会化された管理を主とする」とし，社会

保障の主体の重点を企業から地域社会へ徐々に移

す方針を明確に打ち出している。そして「家族，

親戚，友人，隣人が互いに助け合うというわが国

のすぐれた伝統を引き続き発揚するJと締めくく

っていることは，社会保障の負担に企業およびそ

れを補助する国家財政が耐え切れなくなっている

ことを示していると読むことができる。保険制度

が企業から地域社会へ移管される過程で支給水準

の切り下げも予想される。

また，第24表の実例のなかで「メリットを得た

企業数」が無錫市と北京市で挙げられているのが

興味深い。従業員に高齢者が多く，年金負担がこ

れまで過重であった企業がこれに相当しよう。当

然ながら保険制度の健全な運営のためには，保険

制度への加入により少なくとも短期的には負担増

となる企業も同時に加入させることが必要であ

り，これらの例ではこの点をどのように解決した

のか，また今後解決していくのかが，注目される

点である。

なお，上記の契約制実行についての規定は，契

約制従業員に対する待遇は従来のそれと何ら変化

がない旨随所で強調しているが，一方でまた従業
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員の生活に対する企業の丸抱えに歯止めをかけよ

うとする姿勢も窺える。たとえば第4章第18条は

契約制従業員の賃金と福利厚生待遇が従来の被雇

用者と同等の水準を提供しえない場合を想定し，

この場合は手当ての支給で補うよう定めている。

しかし同時に手当ての幅は標準賃金の15f~程度以

内と指示されており，実際は支給水準の低下の可

能性を内包している。また，従業員の労災以外の

疾病，負傷の場合は3カ月～1カ年の休暇の後解

雇してよいことになった。契約制雇用の導入は単

に雇用制度のみならず企業と従業員の関係に本質

的な変化をもたらすことをも意図しているのであ

る。

一方，契約制導入により，契約満了時，場合に

よっては契約半ばにおいても従業員の解雇があり

得るようになったため，失業の発生が予想される

ようになった。また，企業破産の制度化が進めら

れ， 1986年12月には国営企業のみを対象とする試

行法の形ながら立法化された位り。これにより，

破産に頻した企業やすでに破産した企業からの解

雇による失業の発生も予想されるようになった。

このような背景から，契約制雇用の制度化と同時

に失業保険制度設立に関する規定が公布された。

この規定（「国営企業従業員失業保倹智定規定」）（注6)

によれば，失業保険は企業が従業員の標準賃金総

額の 1容を省レベルで管理する失業保険基金に払

い込むことによって，運用される。不足であれば

地方財政により補填される。失業に際しては，勤

続年数に応じて 1～2年間，本人のそれまでの標

準賃金の50～7時五が支払われる。

上記の規定と同時に，解雇と採用に関する規定

も出された（「国営企業が規則違反の従業員を解雇する

ことについての暫定規定JC注η， 「国営企業の従業員採

用に関する暫定規定」位8））。前者で解雇を正式に制
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度化するとともに，後者ではその第5条で「企業

はどのような形式にしろ企業内で採用を行なって

はならない。退職者が子女に仕事を譲ることも今

後行なってはならない」と定めた。これは，企業

が世代を越えて個人とその家族の生活を抱え込む

状況に終止符を打つことを意図した重要な項目で

あるといえる。

従業員雇用制度の改革は，雇用すれば企業が何

もかも，一生面倒をみるという従来の関係を断ち

切ろうとするものであり，このことは麗用関係の

みならず，企業自体の役割にも今後変化をもたら

す要因となろう。

3, 住宅提供に関すQ改革

企業が従業員に提供する物的福祉のうちでも最

大のものといえるのが住宅であるが，これについ

ても改革が図られている。ひとつは地方行政によ

る住宅建設であり，もうひとつは住宅の個人向け

販売の実施である。

1978年，都市の住宅について「統一的建設」の

実行が政府により提唱されると，都市郊外の総合

的開発方式が各地で採用されるようになってき

た。 1980年10月には，北京市都市建設開発総公司

が，中国初の都市建設開発公司として設立され

た。その後各地に相次いで同様の公司が設立さ

れ， 1984年10月にはこれらの公司の業務内容を規

定する「都市建設総合開発公司暫定弁法」も公布

された。このなかでこれらの公司は，公共施設の

建設を行なう一方で住宅やその他の建築物を建設

し，販売する組織とされた。地域行政を中心とし

た住宅建設事業はこうして推進されるようになっ

た。

住宅の個人向け販売については， 1982年6月，

国務院が， 「今後，各部門や企業が新しく建てる

住宅は，できるだけ個人に販売し，徐々に買い取

りの方を（賃貸よりも）主にしていくように」 と通

達した。個人が販売価格の3分の lを負担し，残

りは建設した企業が補助する方法が最も一般的だ

が，その他分割払い，住宅ローン等も一部で試み

られ始めた（注9）。

不動産を取引きする市場も創設され始め， 1985

年半ばにはすでに北京，上海，重慶等70余の大，

中都市で不動産市場が開かれている位10）。

住宅建設はいずれにしろ大規模な資金を必要と

する事業であり，現状は住宅の全体的な所有構造

に変化をもたらす段階からはほど遠い。各企業が

所有，管理しているそれぞれの住宅を各地域行政

の住宅部門に移管する動きが出始めれば，全体の

所有構造に大きな変化を与えることになるが，現

在のところそのような動きの出現の可能性はな

U、。

4, 企業内サービス部門の切り離し，提携

本来の生産以外の部分を企業本体から切り離し

別組織とさせようとする考え方もある。 「企業の

定員と労働ノルマ編成工作をしっかり行なうこと

についての通知」(1979年5月5日〉〈注目〉は，「企業の

補助的生産部門およびサービス部門は切り離して

専業公司，サービス公司をつくり，地方の関連部

門に管理させる」ょう指示している。 1982年1月

の「国営工業企業が全面的に整頓を行なうことに

ついての決定」〈注12）も，組織の整頓についての項

目で，「生産経営と生活サービスの分業を徐々に

実行するため，条件の整っている企業では生活サ

ービス公司を設立し， f曾舎，食堂，託児所，医務

室，浴室等福利厚生施設を統一管理してよい」と

し，さらにこの仕事は徐々に「企業化，社会化し

なければならない」としている。

この考えを実行に移した例としては以下のよう

なものがある。河南省第6建築工程公司では1982
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年3月に生活服務公司を設立，ここで従業員宿

舎，食堂，託児所，幼稚闇，病院，衛生所，理髪

店，浴室，ホテル等をまとめて管理することにし

た。生産系統の管理者はこれらの業務からは外

れ，本務に専心できる。財務上はこの服務公司を

独立採算とし，さらにそれぞれの設備ごとに料金

や企業からの補助額を決める。収支のうえでの完

全な独立は非現実的としても，経営組織の分離自

体注目すべき試みといえる。なお，この公司は子

弟の学校，技工学校も運営しているが，こちらの

運営は本体から分離されていない位13）。

福利厚生施設を十分に所有できない小企業に，

施設に余裕のある企業の施設を共同利用させるケ

ースも出ている。藩陽市大東区では1986年3月以

来，大企業・行政関係団体等72と， 小企業等592

とが福利厚生面での協力関係を結んだく注問。それ

まで浴室長や食堂，託児所の利用にこと欠いていた

小企業の従業員は，大企業の諸施設を利用し，経

費を小企業が大企業に支払うようになった。この

ことは大企業側の施設維持費負担も軽減させた。

この程度の協力関係もこれまでなかなか樹立され

ていなかったことに各企業聞の壁の厚さが感じら

れるが，この例では大東区の15の「弁事処」が協

力関係設立の中心となっており，企業固有の施設

の公共化への第一歩としても評価できる動きであ

る。

（注1) 『中華人民共和国国務院公報』 1984年第30

号 1017ページ。

（注2) 『中国郷鎮企業報』 1986年8月9日 3ペ

ーシ。

（注3) 『人民日報』 1986年9月10日 2ページ。

（注4) 向上紙 1986隼4月15日 4ページ。

（註5) 向上紙 1986年12月3日 2ページ。

（注6) 向上紙 1986年9月10日 2ページ。

く注7) 同上。

（注8) 向上。
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（注9) 以上は.雲昌「城市住宅建設」（『中国建築

年鑑 1984-85年版』北京中国建築工業出版社 19

85年）によった。

（注10) 『中国郷鎮企業報』 1985年7月13日 2ペ

ーシ。
（注11) 国務院法制局中華人民共和国法規集編編纂

妥員会縛前掲書（1979年版） 405ページ。

（注12) 「中華人民共和国国務院公報』 1982年第15

号 647ページ。

（注13) 『中園人民大学復印報刊資料 F102』 1983 

年第7号 50ページ（原載『建築経済研究」 1983年第

3号 33ページ〉。

（注14) 『経済参考』 1986年11月16日 1ページ。

結びにかえて

中国の企業に関して，従来は，もっぱらその生

産機能の社会主義システム下における特徴が注目

され，論じられてきた。それに対し本稿では，中

国の企業が持つもうひとつの特徴を述べてきた。

中国の企業はその従業員の生活の維持・発展をも

重要な任務としており，諸手当て，現物の支給，

諸サービスや住宅の供給から子弟の教育・就職に

至るまで，企業が担っている範囲は大きい。そし

てこのような考え方の基本はすでに1950年代初め

にはできあがっていたこと， 79年以降の企業自主

権の拡大とともに企業が従業員に支給するさまざ

まな財・サービスは飛躍的な量的拡大を遂げたこ

と，国営企業と集団所有制企業との問，大企業と小

企業の聞にはそのような支給の量的側面に絶対的

な格差が存在するが，諾支給の基本的な枠組に大

きな差はないこと，等が判明した。さらに，現在の

経済改革は企業からこのような機能を少しずつ切

り離し，地域行政に主に肩代りさせることにより，

企業を生産の機能に専念する組織に変えていくこ

とを明確に意図していることも明らかになった。
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事実をここまで把握したうえで今後明らかにし

なければならない点が特に2点考えられる。

第1に，中国の企業が，その従業員の生活をも

内に抱える組織であるという特徴を持つことが，

企業行動にいかなる特徴をもたらし得るかという

点である。つまり，中国の企業における経営陣

は，日本等で‘は一般に行政や個人が担っているよ

うな，住宅や病院の手当てから年金支給，子弟の

就職の手配にまで気を配らねばならない。一方企

業本来の生産活動とそれに直接かかわる分野に関

しては，所轄部門が多くを支配し，基本的な部分

の意思決定がなかなか企業側に委ねられない。こ

のため，企業が自ら意思決定を行ないうる範囲の

なかで，従業員の生活を維持するための分野は相

対的に重要な位置を占めていると言える。

このことは生産，投資など経営をめぐる意思決

定のうち企業に委ねられた部分についてどのよう

な影響を与えるであろうか。これについて現在仮

定的に言いうることは，企業は常に肥大化志向の

動機を持つのではないかということである。留保

利潤の拡大を志向するにしても，その目的は利潤

そのものよりも，より大きな留保利潤により企業

がより多くを内に抱え，内でのより大きな分配を

可能にすることにある。第I節（前号）第 l,2項

で言及した1979年以降の諸手当て支給の急増は，

企業側に従業員への分配を何とかして大きくしよ

うとする動機が存在したからこそ発生したもので

ある。その際，企業にとり基本賃金部分は計画当

局により最も厳格に管理されている指標であり，

自己の裁量ではほとんど動かし得ない。そこで企

業は自己の裁量が働く賞与や諸手当ての支給の拡

大に工夫をこらした。賞与と手当てを復活した翌

年の1979年2月には早くも賞与と手当ての乱発を

制止する通達が出されているく注I）。第I節第5項

では，経済改革開始後の建築ブームに言及した

が，これにより企業はより多くの施設を内に抱

え，建築費の負担の他，施設維持費を負担し，新

しい施設で働く人員も新たに抱えた。第I節第3

項で触れたように年金生活者を抱える一方，第E

節で触れた，職のみつからない従業員子弟も雇用

し，抱えこんだ。これらはすべて企業にとり，負

担を婚やすばかりのものである。しかしこの部分

は実際は企業により，コストとしてでなく企業運

営の目的としてむしろとらえられているのではな

かろうか。

一方中国が目下行なっている経済改革は，経済

運営全体の効率をより高めることを意図してい

る。企業に対しては納税後の利潤の使用について

の自主権を拡大することで利潤動機を誘導し，経

営の効率化を図ろうとしている。しかし企業にと

っては企業内に抱える部分や企業内分配の拡大こ

そが第一義的であって，留保利潤の拡大はその手

段にすぎないとすれば，「利潤」や「効率」のた

めの「合理化」，「減量経営Jという考え方などは

到底受け入れ難いものとなろう。現在の経済改革

の成否について予想しようとする場合，企業が何

を第一義的に考え行動する存在であるかを常に念

頭に置く必要がある。

明らかにしなければならない第2の問題は中国

の企業が本稿で述べたような特徴を有するに至っ

たことを，そもそもどのような原因に帰すべきか

ということである。中国が社会主義体制下にある

ことは一因でしかない。試みに挙げれば，他にも

中国の後発性，解放戦争期の経験，政治上の必要

性，中国社会が歴史的に擁してきた特性，等さま

ざまな要素が考えられる。慎重な検証を必要とし

よう。

中国の企業が現在の形態を保つ限り，その運営
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は西側で観察されるものとは異なる合理性に基づ

き行なわれる。それはまた，現在の経済改革とも

相容れない性格を有している。このような企業の

あり方をやはり大部分尊重し，中国固有の合理性

に基づいて社会を運営していくか，それとも「所

属することによる既得権」を有する層からの強い

反発が予想されるにもかかわらず，企業のあり方

そのものの大胞な改革を試みるかを，中国は選択

しなければならない時期に遠しようとしている。

（注1) 「関子制止習量発奨金和津貼的緊急通知」（冶
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金エ業部労働エ資笥 前掲饗 第1巻〉鈎3ページ。

同遥遠は， 1978年より賞与や出来高払い制賃金，職務

手当て等が回復したが，するとただちに，規定に反し

て，賞与支給範簡の拡大，支給基準や比率の引き上

げ，職務手当ての拡大適用，付加賃金・労働保護用品

（勤務中の安全や健康維持のため支給する衣料や食

品〉の乱発，さまざまな現物支給等が行なわれ始めた

と指摘している。 1981年にはさらに「正確に奨励制度

を行ない賞与の濫発を強〈制止する規定」が出されて

いる（国務院経済法規研究中心弁公室網前掲帯 292

ページ）。

（アジ 7経済研究所海外派遣員，在北京〕


